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1. はじめに









































図 1 は, 日本における家庭用エネルギー消費量の推移（日本全体と 1 世帯当たり）を表






のエネルギー消費 10,510PJ の 10.2%），1985 年に 1,562PJ（同 11,325PJ の 13.8%），1995
年に 1,973PJ（同 15,318PJ の 12.9%）, 2005 年に 2,182PJ（同 15,996PJ の 13.6%），そ
して 2012 年に 2,030PJ（同 14,347PJ の 14.2%）となっており，2000 年以降は僅かな増
減を伴う安定した推移となっている3
                                                   
1 2012 年における家庭部門のエネルギー消費量は，日本全体のエネルギー消費量の 14.2%
を占めている。同年における他部門の日本全体のエネルギー消費量に占める割合は，産業
部門が 43.3%, 業務部門が 19.3%，そし運輸部門が 23.2%となっている（住環境計画研究所）。 
2 総務省統計局が毎年実施している家計調査は標本調査であり，全国 168 市町村区より施











て一般的に用いられる世帯の数の推移を見る。図 2 は，65 歳未満人口と 65 歳以上人口か
ら成る全人口（日本人）と世帯数（日本人）の推移を表している。日本の全人口は，1975
年以降，2006 年のみを除き，2008 年まで毎年増え続けていたが，2008 年，ピークに達し
た（127,076千人）後は2012年（126,394千人）まで毎年減少している。世界保健機構（WHO）
や国連（UN）の定義に基づく「高齢化社会」（65 歳以上人口の割合が 7%を越えた社会）
には 1970 年（7.1%）に到達，「高齢社会」（65 歳以上人口の割合が 14%を越えた社会）に
は 1994 年（14.1%）に到達，そして「超高齢化社会」（65 歳以上人口の割合が 21%を越え
た社会）には 2007 年（21.6%）に到達しており，2012 年における 65 歳以上人口の割合は
24.4%となっている。65 歳以上人口は，数においても，図 2 の作成で利用したデータの最
初の年である 1975 年以降，毎年増え続けており，1975 年に 8,865 千人であった 65 歳以上
4 
 
人口の数は，2012 年には 30,793 千人と 3.5 倍近くに増加している。 
一方，世帯数（日本人）は，1975 年に 33,911 千世帯，1995 年に 44,831 千世帯，2005 年
に 51,102 千世帯，そして 2012 年に 54,166 千世帯と，2011 年のみを除き，一貫して増加傾
向にある。 
 
図 2. 日本における人口と世帯数の推移（1975 – 2012） 
データ出所: 総務省統計局 e-Stat/地域別統計データベース 
（注1） 人口：住民基本台帳人口（日本人） 
（注2） 65 歳以上人口: 国勢調査及び人口推計に基づく。 


















































1980 116,989 115,451 1,538 1.32 35,960 35,824 137 0.38 
1985 121,008 119,334 1,674 1.38 38,102 37,980 122 0.32 
1990 123,287 121,545 1,742 1.41 40,775 40,670 104 0.26 
1995 125,440 123,646 1,794 1.43 44,001 43,900 101 0.23 
2000 126,697 124,725 1,973 1.56 46,884 46,782 102 0.22 
2005 127,286 124,973 2,312 1.82 49,163 49,063 100 0.20 








「施設等の世帯数」の方は，世帯数全体に占める割合は 2010 年時点で 0.21%と僅かであ
り，1980 年より減少傾向にある。結果として，「施設等の世帯」における「1 世帯当たり

















帯を除く全国約 9,000 世帯（単身世帯及び 2 人以上の世帯）の「一般世帯」を対象とした
標本調査の結果であり，「施設等の世帯」についての家庭用エネルギー消費量に関するデー
タを含んでいない。以上の理由から，本研究においては，少子高齢化が家庭用エネルギー
消費に及ぼす影響を分析する（第 4 章）にあたっては，一般世帯のみを対象とした。 
図 3 は, 日本における「1 世帯当たりの構成人員」（一般世帯，全国平均値）と「世帯構
成人員 1 人当たりの家庭用エネルギー消費量」（一般世帯，全国平均値）の 1980 年から 2010
年まで 5 年毎の推移を表している。「世帯構成人員 1 人当たりの家庭用エネルギー消費量」
は, 「1 世帯当たり家庭用エネルギー消費量」を「1 世帯当たりの構成人員」で割った数値












図 3. 日本における 1 世帯当たりの構成人員と世帯構成人員 1 人当たりの家庭用エネルギ 
ー消費量の推移（一般世帯，1980 -2010） 
データ出所：総務省統計局 e-Stat/地域別統計データベース；住環境計画研究所(2013) 
(注 1)  1 世帯当たりの構成人員（一般世帯，全国平均値）：一般世帯人員数（国勢調査に
基づく）と一般世帯数（国勢調査に基づく）より筆者算出 
(注 2)  世帯構成人員 1 人あたりの家庭用エネルギー消費量（一般世帯，全国平均値）：住
環境計画研究所(2013)が総務省統計局家計調査年報に基づき算出した一般世帯に
おける 1 世帯当たり家庭用エネルギー消費量と 1 世帯当たりの構成人員(注 1)より
筆者算出 
4. 少子高齢化が家庭用エネルギー消費に与える影響：九州 8都市の分析 
前章（3.）では，日本全体で見ると家庭用エネルギー消費における規模の経済が失われ
つつあること，そして，その背景には世帯数の増加が考えられることを示した。本章では，








消費量」が目安となる5。この点を簡単な具体例で説明しているのが図 4 である。世帯 A
は 2 人世帯，世帯 B は 4 人世帯で，両世帯の家は広さ，構造等において同じであるとする。
世帯A の年間電力消費量は 3,000kWh, 世帯B の年間電力消費量は 4,000kWhとなっている
ので,「1 世帯当たりの家庭用エネルギー消費量」で較べると世帯 A の方が少ない。しかし，
「世帯構成人員 1 人当たりの家庭用エネルギー消費量」を較べると，同じ広さ，構造等の
の家に住んでいるにもかかわらず，世帯 A は 1,500kWh，世帯 B は 1,000kWh であり，世










                                                   
5 本研究では，「世帯構成人員 1 人当たりの家庭用エネルギー消費量」を世帯構成人員 1
人の暮らしを可能とする家庭用エネルギーの量と定義し，これが少ないほど，家庭用エネ
ルギーは効率的に利用されていると考える。 













図 4 における世帯 A を都市 a の平均的な世帯，そして世帯 B を都市 b の平均的な世帯とし
て考えると，平均的な世帯構成人員数が少ない都市 a における「1 世帯当たりの家庭用エ




1 都市の総家庭用エネルギー消費量 = 
1 世帯当たりの家庭用エネルギー消費量（平均値）× 総世帯数         （1） 
1 都市の総家庭用エネルギー消費量 = 
世帯構成人員 1 人当たりの家庭用エネルギー消費量（平均値）× 総世帯人員数＊ （2） 
＊総世帯人員数=１世帯当たりの構成人員（平均値）×総世帯数 
 表 2 は，九州 8 都市の電力消費量とガス消費量のそれぞれについて，2012 年における 1
世帯当たりと世帯構成人員 1 人当たりの消費量と順位を示している。電力消費量とガス消
費量の両方において，九州 8 都市の 1 世帯当たりの消費量と世帯人員 1 人当たりの消費量
の順位は一致していない。1 世帯当たり電力消費量の最も少ない宮崎市（8 位）は，世帯構
成人員 1 人当たりの電力消費量が 4 番目に多い都市（4 位）となっている。宮崎市は，1
世帯当たりガス消費量においても最も少ない都市であり（8 位），世帯構成人員 1 人当たり
のガス消費量も少なく 7 位となっている。 
                                                   
7 「世帯構成人員 1 人当たりの家庭用エネルギー消費量」（当該都市における平均値）を計
算するにあたっては 2 つの方法が考えられる。1 つは，「1 世帯当たりの家庭用エネルギー
消費量」（平均値）を「1 世帯当たりの構成人員」（平均値）で割って求める方法である。







表 2. 九州 8 都市の電力消費量とガス消費量（2012 年） 













北九州市 2 4,485.0 1 2,231.3 6 8,414.1 4 4,186.1 
福岡市 7 4,077.3 5 1,932.4 4 9,351.6 2 4,432.1 
佐賀市 6 4,110.6 2 2,097.2 5 8,926.5 1 4,554.3 
長崎市 5 4,429.3 7 1,884.8 3 9,718.7 5 4,135.6 
熊本市 1 4,846.7 6 1,900.7 2 10,010.3 6 3,925.6 
大分市 3 4,472.7 3 2,061.1 7 7,283.0 8 3,356.2 
宮崎市 8 4,044.9 4 1,973.1 8 7,194.2 7 3,509.4 
鹿児島市 4 4,456.7 8 1,797.0 1 10,526.2 3 4,244.4 
データ出所：総務省統計局・家計調査年報 2012 年 




4.2. 世帯構成人員 1人当たりの家庭用エネルギー消費量を決める要因 
















                                                   



























4.3. 九州 8都市における人口・世帯構成の推移 
 県庁所在都市に北九州市を加えた九州 8 都市の人口，世帯などの世帯要因の推移は，表
3 と表 4 のとおりである。表 3 は，国勢調査実施年である 2000 年，2005 年，2010 年にお
ける人口，65 歳以上人口の割合，一般世帯数，そして，一般世帯人員数を一般世帯数で割
って得られた「1 世帯当たりの構成人員」を示している。人口については，北九州市，佐
























北九州市 2000 1,011,471 19.2 406,414 2.4 
 
2005 993,525 22.2 412,247 2.4 
 
2010 976,846 25.1 419,984 2.3 
福岡市 2000 1,341,470 13.3 594,861 2.2 
 
2005 1,401,279 15.2 632,653 2.1 
 
2010 1,463,743 17.4 706,428 2.0 
佐賀市 2000 243,076 18.6 84,727 2.8 
 
2005 241,361 20.8 87,445 2.7 
 
2010 237,506 23.0 90,154 2.6 
長崎市 2000 470,135 19.5 182,831 2.5 
 
2005 455,206 22.6 183,164 2.4 
 
2010 443,766 24.9 187,267 2.3 
熊本市 2000 720,816 16.7 277,181 2.5 
 
2005 727,978 19.0 286,998 2.5 
 
2010 734,474 20.8 301,718 2.4 
大分市 2000 454,424 15.1 174,036 2.6 
 
2005 462,317 17.6 182,159 2.5 
 
2010 474,094 20.2 195,228 2.4 
宮崎市 2000 392,178 16.1 154,929 2.5 
 
2005 395,593 18.7 161,890 2.4 
 
2010 400,583 21.2 169,758 2.3 
鹿児島市 2000 601,693 16.6 246,494 2.4 
 
2005 604,367 18.8 254,694 2.3 
 
2010 605,846 21.0 264,093 2.2 
データ出所：総務省統計局 e-Stat/地域別統計データベース 
（注1） 人口総数：国勢調査に基づき，外国人を含む 




何故，九州 8 都市全てにおいて，「1 世帯当たり構成人員」が減少しているのであろうか？
理由は，人口増加を上回る世帯数の増加によるものである。例えば，2000 年から 2010 年
の間において，北九州市では人口が 3.4%減，世帯数が 3.3％増となっており，福岡市では
人口が 9.1％増，世帯数が 18.8%増となっている。さらに，九州 8 都市全てにおいて，世帯






かである。2000 年から 2010 年の間において，高齢単独世帯数を含む単独世帯数の割合は，
九州 8 都市全てで約 3~4%増加しており，高齢単身世帯と高齢夫婦世帯より成る高齢世帯



















北九州市 2000 30.3 9.6 9.5 19.1 
 
2005 32.1 11.0 10.7 21.7 
 
2010 34.6 12.5 11.4 23.9 
福岡市 2000 43.1 6.2 5.4 11.6 
 
2005 43.9 7.2 6.1 13.3 
 
2010 47.7 8.5 6.5 15.0 
佐賀市 2000 27.0 6.6 8.0 14.6 
 
2005 28.8 7.7 8.9 16.6 
 
2010 30.9 8.8 9.4 18.2 
長崎市 2000 29.2 9.0 9.4 18.4 
 
2005 30.7 10.2 10.6 20.8 
 
2010 33.7 11.4 11.0 22.4 
熊本市 2000 32.0 6.9 7.6 14.5 
 
2005 32.8 8.1 8.4 16.5 
 
2010 34.9 8.8 8.9 17.8 
大分市 2000 28.9 5.6 7.6 13.2 
 
2005 30.0 6.8 8.9 15.7 
 
2010 32.4 7.7 10.1 17.9 
宮崎市 2000 30.6 7.0 8.6 15.6 
 
2005 31.9 8.4 9.8 18.1 
 
2010 33.6 9.5 10.6 20.1 
鹿児島市 2000 33.5 8.6 8.9 17.5 
 
2005 34.6 9.5 9.6 19.1 
 
2010 36.6 10.5 10.2 20.7 
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データ出所：総務省統計局 e-Stat/地域別統計データベース  
（注1） 単独世帯数：世帯人員が１人の世帯 
（注2） 高齢単身世帯数：65 歳以上の者１人のみの世帯 
（注3） 高齢者夫婦世帯： 夫 65 歳以上, 妻 60 歳以上の夫婦 
4.4. 九州 8都市の「1世帯当たりの構成人員」と「世帯人員 1人当たりの家庭用エネルギ
ー消費量」 
ここでは，総務省統計局・家計調査・家計調査年報より利用できる九州 8 都市の 2002
年~2012 年のデータ（パネル・データ）を用いて，家庭用エネルギー消費における規模の
経済の有無を検証する。家計調査は，全国 168 市町村区より施設等の世帯及び学生の単身
世帯を除く約 9,000 世帯（単身世帯及び 2 人以上の世帯）を調査対象としている標本調査
であり，九州 8 都市の集計世帯数は各 100 世帯程度である。 











図 5. 九州 8 都市の 1 世帯当たりの構成人員の推移（2002-2012) 
データ出所：総務省統計局・家計調査・家計調査年報（家計収支編）の「（品目
分類）第 11 表 都市階級・地方・都道府県庁所在市別 1 世帯当たり年間の品目
別支出金額（全世帯）」   
図 6 と図 7 は，九州 8 都市の世帯構成人員 1 人当たりの年間電力消費量と年間ガス（都
市ガス及びプロパンガス）消費量の推移を示している。電力消費量とガス消費量の両方に
おいて，九州 8 都市間でばらつきが見られる。より重要な点は，「1 世帯当たりの構成人員」
の推移において，常に一番小さな数値を示している佐賀市が，「世帯人員 1 人当たりの年間
電力消費量」と「世帯人員 1 人当たりの年間ガス消費量」の両方において，8 都市中，ほ
ぼ 1 位の数値で推移していることである。一方，「1 世帯当たりの構成人員」の推移におい
て，常に一番大きい値を示している熊本市は，「世帯人員 1 人当たりの年間電力消費量」と
「世帯人員 1 人当たりの年間ガス消費量」の両方において，8 都市中では常に小さい数値
で推移していることである（なお，図 5，図 6，図 7 で使われた 2002 年から 2012 年におけ
る九州 8 都市の「1 世帯当たり構成人員」，「1 世帯人員当たり電力消費量」，「1 世帯人
員当たりガス消費量」の数値については，別添 1 と別添 2 を参照されたい）。以上のこと




さらに，図 6 の「世帯人員 1 人当たりの年間電力消費量」は，全体的に右上がりに推移




図 6. 九州 8 都市の世帯構成人員１人当たりの年間電力消費量（2002-2012） 
    データ出所：総務省統計局・家計調査・家計調査年報（家計収支編）の「（品目分 
類）第 11 表 都市階級・地方・都道府県庁所在市別１世帯当たり年間の品目別支 
出金額（全世帯）」（2002-2012）；住環境計画研究所（2013） 





図 7. 九州 8 都市の世帯構成人員１人当たりの年間ガス消費量（2002-2012） 
データ出所：総務省統計局・家計調査・家計調査年報（家計収支編）の「（品目分 
類）第 11 表 都市階級・地方・都道府県庁所在市別１世帯当たり年間の品目別支 
出金額（全世帯）」（2002-2012）；住環境計画研究所（2013） 




 以下では，九州 8 都市における「1 世帯当たりの構成人員」と「世帯人員 1 人当たりの
家庭用エネルギー消費量」の関係を分析する。図 8 は，九州 8 都市の 2002 年~2012 年のデ
ータ（パネル・データ）を使っての「1 世帯当たり構成人員」と「世帯人員 1 人当たりの
電力消費量」の散布図である（サンプル数：8 都市×11 年＝88）。都市平均の「1 世帯当た
り構成人員」が増えるにつれ，「世帯人員 1 人当たりの電力消費量」が減っていく関係を
示しており，電力消費において規模の経済が働いていることがわかる。図 9 は，九州 8 都







図 8. 九州 8 都市の「1 世帯当たり構成人員」と「世帯人員 1 人当たりの電力消費量」 
 
図 9. 九州 8 都市の「1 世帯当たり構成人員」と「世帯人員 1 人当たりガス消費量」 
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 以上のように，九州 8 都市については，家庭用エネルギー消費において規模の経済が存
在することを確認することができた。このことは，少子高齢化の下，世帯数が増加し，そ


















家庭用エネルギーの利用においてもメリットがあると考えられる。北九州市 7 区の 2000
年～2010 年の人口・世帯構成の推移を見ると，小倉南区を除く 6 区全てで人口が減少して
おり，7 区全てにおいて 65 歳以上人口の割合が増えている（別添 3 及び別添 4 参照）。一
般世帯数は，門司区と八幡費東区を除く 5 区において増加しており，一般世帯当たりの平
均構成人員は 7 区全てにおいて減少している。北九州市の中心地区である小倉北区の人口
は減少しており（小倉北区の人口が北九州市の人口に占める割合は，2000 年 18.4%, 2005

































































2002 2.09 1,694.0 2002 2.63 1,650.4 
2003 2.17 1,748.1 2003 2.59 1,593.4 
2004 2.12 1,917.9 2004 2.67 1,632.1 
2005 2.16 2,038.7 2005 2.58 1,742.4 
2006 2.20 2,021.8 2006 2.67 1,664.5 
2007 2.14 1,874.8 2007 2.60 1,777.9 
2008 2.24 1,994.6 2008 2.68 1,800.4 
2009 2.16 1,988.1 2009 2.77 1,778.9 
2010 2.13 2,220.5 2010 2.62 1,913.5 
2011 2.12 2,127.6 2011 2.51 2,011.1 
2012 2.01 2,231.3 2012 2.55 1,900.7 
福岡市 大分市 
2002 2.27 1,579.3 2002 2.32 1,553.0 
2003 2.26 1,735.9 2003 2.43 1,504.7 
2004 2.29 1,764.9 2004 2.32 1,751.0 
2005 2.27 1,845.4 2005 2.36 1,750.9 
2006 2.16 1,817.5 2006 2.51 1,706.2 
2007 2.13 1,838.9 2007 2.41 1,838.4 
2008 2.32 1,723.5 2008 2.42 1,732.8 
2009 2.19 2,003.2 2009 2.17 1,804.8 
2010 2.09 1,843.0 2010 2.39 2,024.6 
2011 2.15 1,681.7 2011 2.10 2,193.6 
2012 2.11 1,932.4 2012 2.17 2,061.1 
佐賀市 宮崎市 
2002 1.84 1,922.5 2002 2.30 1,568.3 
2003 1.97 1,764.5 2003 2.18 1,696.2 
2004 1.99 1,992.8 2004 2.13 1,764.2 
2005 1.86 1,949.3 2005 2.22 1,909.2 
2006 1.80 2,159.9 2006 2.11 1,822.7 
2007 2.01 2,102.1 2007 2.09 1,802.9 
2008 1.99 1,910.3 2008 2.17 1,693.8 
2009 2.03 2,149.1 2009 2.32 1,741.7 
2010 1.90 2,266.1 2010 2.41 1,708.9 
2011 1.96 2,189.1 2011 2.38 1,940.1 
2012 1.96 2,097.2 2012 2.05 1,973.1 
長崎市 鹿児島市 
2002 2.51 1,490.7 2002 2.53 1,513.3 
2003 2.42 1,658.4 2003 2.47 1,502.5 
2004 2.33 1,830.3 2004 2.52 1,594.4 
2005 2.25 1,651.1 2005 2.56 1,641.2 
2006 2.35 1,687.2 2006 2.40 1,668.5 
2007 2.46 1,755.6 2007 2.50 1,757.5 
2008 2.48 1,816.2 2008 2.52 1,688.4 
2009 2.33 1,840.7 2009 2.54 1,687.5 
2010 2.21 1,944.9 2010 2.50 1,819.9 
2011 2.29 1,732.9 2011 2.60 1,864.5 























2002 2.09 4,916.8 2002 2.63 4,343.6 
2003 2.17 4,942.1 2003 2.59 4,068.9 
2004 2.12 5,202.5 2004 2.67 4,063.7 
2005 2.16 4,823.8 2005 2.58 4,004.9 
2006 2.20 5,153.2 2006 2.67 4,031.3 
2007 2.14 4,574.9 2007 2.60 4,063.7 
2008 2.24 4,571.2 2008 2.68 4,046.3 
2009 2.16 4,513.0 2009 2.77 3,594.0 
2010 2.13 4,574.6 2010 2.62 3,968.2 
2011 2.12 4,637.7 2011 2.51 3,869.7 
2012 2.01 4,186.1 2012 2.55 3,925.6 
福岡市 大分市 
2002 2.27 4,419.2 2002 2.32 4,506.7 
2003 2.26 4,823.4 2003 2.43 4,397.5 
2004 2.29 4,977.4 2004 2.32 4,358.5 
2005 2.27 5,154.7 2005 2.36 4,082.3 
2006 2.16 5,016.1 2006 2.51 4,157.3 
2007 2.13 4,512.4 2007 2.41 4,164.9 
2008 2.32 4,515.5 2008 2.42 3,896.4 
2009 2.19 4,045.4 2009 2.17 3,755.8 
2010 2.09 4,275.7 2010 2.39 3,824.0 
2011 2.15 4,669.8 2011 2.10 3,800.0 
2012 2.11 4,432.1 2012 2.17 3,356.2 
佐賀市 宮崎市 
2002 1.84 5,673.7 2002 2.30 4,244.7 
2003 1.97 5,352.5 2003 2.18 4,225.0 
2004 1.99 4,739.2 2004 2.13 4,590.7 
2005 1.86 4,799.9 2005 2.22 4,361.6 
2006 1.80 5,122.1 2006 2.11 4,198.0 
2007 2.01 4,605.9 2007 2.09 4,027.9 
2008 1.99 4,964.8 2008 2.17 3,753.1 
2009 2.03 4,552.7 2009 2.32 4,138.8 
2010 1.90 5,189.0 2010 2.41 3,246.3 
2011 1.96 5,273.3 2011 2.38 3,368.6 
2012 1.96 4,554.3 2012 2.05 3,509.4 
長崎市 鹿児島市 
2002 2.51 4,885.8 2002 2.53 4,618.8 
2003 2.42 5,249.5 2003 2.47 4,380.4 
2004 2.33 4,800.2 2004 2.52 4,133.2 
2005 2.25 5,038.2 2005 2.56 4,590.2 
2006 2.35 4,899.5 2006 2.40 4,255.6 
2007 2.46 4,844.6 2007 2.50 4,536.1 
2008 2.48 4,631.0 2008 2.52 4,628.4 
2009 2.33 4,428.3 2009 2.54 4,128.6 
2010 2.21 4,252.2 2010 2.50 3,789.4 
2011 2.29 4,233.7 2011 2.60 4,015.7 





別添 3.      北九州市 7 区における世帯要因の推移（一般世帯）①（2000, 2005, 2010） 











北九州市 2000 1,011,471 19.2 406,414 2.4 
  2005 993,525 22.2 412,247 2.4 
  2010 976,846 25.1 419,984 2.3 
門司区 2000 114,750 23.8 45,575 2.5 
  2005 108,677 27.2 44,274 2.4 
  2010 104,469 30.6 44,159 2.3 
若松区 2000 89,560 20.3 32,120 2.7 
  2005 87,340 23.5 32,682 2.6 
  2010 85,167 26.2 33,425 2.5 
戸畑区 2000 65,045 20.2 27,929 2.3 
  2005 63,714 22.7 28,366 2.2 
  2010 61,583 26.0 28,011 2.1 
小倉北区 2000 187,684 19.0 85,011 2.1 
  2005 183,286 22.0 87,163 2.0 
  2010 181,936 23.8 88,848 2.0 
小倉南区 2000 213,372 15.9 80,163 2.6 
  2005 214,624 18.9 83,493 2.5 
  2010 214,793 22.2 86,295 2.4 
八幡東区 2000 80,608 25.0 33,890 2.3 
  2005 75,814 28.3 32,894 2.2 
  2010 71,801 31.2 32,096 2.2 
八幡西区 2000 260,452 17.7 101,726 2.5 
  2005 260,070 20.8 103,375 2.5 

































北九州市 2000 30.3 9.6 9.5 19.1 
2005 32.1 11.0 10.7 21.7 
2010 34.6 12.5 11.4 23.9 
門司区 2000 26.8 12.8 12.3 25.0 
2005 27.8 14.7 13.4 28.1 
2010 31.0 16.4 14.3 30.7 
若松区 2000 21.0 10.0 11.0 21.0 
2005 23.4 11.5 12.1 23.7 
2010 27.2 12.9 12.8 25.7 
戸畑区 2000 36.1 11.1 9.1 20.1 
2005 37.9 12.1 9.9 22.0 
2010 39.2 13.9 10.9 24.8 
小倉北区 2000 40.9 10.6 7.9 18.6 
2005 44.2 12.2 8.5 20.7 
2010 45.8 13.2 8.7 22.0 
小倉南区 2000 24.7 6.6 8.6 15.2 
2005 26.8 7.8 10.2 18.0 
2010 28.9 9.2 11.5 20.7 
八幡東区 2000 33.8 13.1 11.5 24.6 
2005 35.4 15.0 12.5 27.5 
2010 37.1 16.8 13.1 30.0 
八幡西区 2000 27.8 8.1 9.3 17.4 
2005 28.0 9.4 10.8 20.2 
2010 31.7 11.0 11.6 22.7 
データ出所：総務省統計局 e-Stat/地域別統計データベース 
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